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「フィジカルインターネット実現会議 建材・住宅設備 WG（経産省・国交省）」 

に係るアンケート調査へのご協力依頼について 

 

平素は、当協会の事業運営等に関し、種々ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、経済産業省、国土交通省では、製造業の中でも、荷待ち時間が長い建材・住宅設備

物流について、アクションプランの策定に向けた検討を行うべく、昨年１２月に建材・住

宅設備ワーキンググループ（WG）を立ち上げ議論を開始しております。今般、同ＷＧにお

ける検討の基礎資料となる建材・住宅設備物流に係るアンケート調査への協力依頼があり

ました。 

建材物流については、令和２年５月に「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時

間労働の改善に向けたガイドライン」がとりまとめられていますが、本調査結果を踏ま

え、同ガイドラインのフォローアップを行うとともに、ドライバーの長時間労働の改善を

図り、更なる効率化を目指した業界のアクションプランを策定することとしております。 

つきましては、貴協会に建材、住宅設備を輸送する部会がございましたらその部会員に、

部会が無い場合は傘下会員の中で建材、住宅設備を輸送している事業者に対して、可能な

範囲で本アンケート調査へのご協力をお願いいただきたく存じます。 

短期間のご依頼で恐縮ですが、ご協力いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

 

記 

１．アンケート調査方法 

アンケートは WEB 調査です。下記 URL よりパスワード： metikpmg2030 
を入力のうえご回答下さい。 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/001.html 

 

２．回答期限 

  令和４年２月１０日（木）１７：００まで 

  ※アンケートフォームでは、１月２６日（水）が回答期限となっておりますが、 

   上記日時まで回答可能です。 

 

 



３．アンケート調査内容に係る問合せ先 

本調査受託先（KPMG コンサルティング株式会社）の問合せフォーム 

JP-FMKC-BMHE-Questionnaire@jp.kpmg.com 

よりお願いいたします。 

 

【添付資料】 

・令和４年１月「フィジカルインターネット実現会議 建材・住宅設備ワーキンググルー

プ（WG）」に係るアンケート調査へのご協力依頼 

※「建材」とは、戸建住宅や大型ビル等その資材が使用される工事の規模は問わず、幅 

広く建設に用いられる資材とします。 

 
＜本件問合せ先＞ 

公益社団法人全日本トラック協会 企画部 星野・飯塚・吉田 

TEL：03-3354-1037 FAX：03-3354-1019 



 

令和４年１月 

関係業界団体・関係事業者 各位 

 

経済産業省商務・サービスグループ物流企画室 

経済産業省製造産業局生活製品課住宅産業室 

国 土 交 通 省 自 動 車 局 貨 物 課 

 

 

「フィジカルインターネット実現会議 建材・住宅設備ワーキンググループ（WG）」 

に係るアンケート調査へのご協力依頼 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 

現在我が国では、電子商取引の増加や、トラック運送事業者不足の深刻化等による物流需給バランスの

崩れから物流機能の維持が困難となりつつあり、物流が企業、さらには経済全体の成長の制約となる恐れ

があります。 

こうした事態を回避し、物流を産業競争力の源泉としていくためには、オールジャパンで、大規模・長

期・計画的に物流の効率化を徹底していくことが必要不可欠です。 

そこで、経済産業省では、国土交通省とともに 2040 年を目標とした物流のあるべき将来像として、我

が国における「フィジカルインターネット」の実現に向けたロードマップの策定に向けた議論を開始して

おります１。また、各業界特有の状況を踏まえた、2030 年までの業界ごとの具体的なアクションプランを

策定することとしております。製造業の中でも、荷待ち時間が長いなど物流における課題を抱える、建

材・住宅設備業界についてもアクションプランの策定に向けた検討を行うべく、昨年 12 月に建材・住宅

設備 WG を立ち上げ議論を開始したところです。 

なお、建設資材分野については、平成 29 年７月に国土交通省が実施した荷待ち時間調査において荷待

ち件数の多かったことを踏まえ、トラックドライバーの長時間労働の改善を図るため、昨年５月に「荷主

と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン 建設資材物流編２」が策

定されており、アクションプランの策定に当たっては、本ガイドラインを踏まえた検討が必要です。 

そのため、本ガイドラインを踏まえ、現在の建材・住宅設備業界に関連する各事業者における取組状況

に係るフォローアップ調査を行い、現状把握・分析を行いたいと考えております。 

つきましては、ご多忙の中誠に恐縮ではございますが、本 WG の趣旨をご理解賜り、アンケート調査

へご協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

なお、本事業は KPMG コンサルティング株式会社に委託して実施しております。 

敬具 

                                                      

１ フィジカルインターネット実現会議 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/physical_internet/index.html 

２ 「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン 建設資材物流編」 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001346887.pdf 


